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Airbnb と墨田区、自然災害時の民泊活用で提携 

 
東京都墨田区は、自然災害発生時に要配慮者が安心して避難できるよう、民泊の活用を始めた。今後、同区民の被災者に対

し、Airbnbの仲介プラットフォームに掲載されている宿泊施設のうち、あらかじめ本取組への協力を承諾した事業者により運営

され、かつ、墨田区が要配慮者の一時避難場所として適切と判断した宿泊施設が提供される。 

Airbnb Japan と同区は 2023年 11 月 15日、「災害時における民泊施設提供の協力に関する協定」を締結した。地震や洪水な

どが起きた際に、特に妊産婦や乳幼児といった要配慮者を受け入れることが想定されている。 

墨田区の山本亨区長は「避難場所として新たに Airbnb 掲載の宿泊施設が加わったことは、要配慮者のニーズにより広く応え

ることにもつながります」と述べた。＜＜詳細を読む＞＞ 

 

マクロ指標ウォッチ・訪日者数の推移 

日本政府観光局（JNTO）の訪日外客統計によると、2023年 1〜11月の訪日

外客数は、2,233 万 2,000人となり、 2,000 万人を突破した。 

 

 

 

 

 

 

観光トレンド 

日 ASEAN、持続可能な観光・相互交流で協力合意 

観光庁は 10月 28日、日 ASEAN 観光大臣特別対話共同声明を採択し、持続可能な観光と相互交流の 2分野で、協力の方

向性を合意した。前者には、観光 DXの促進、官民協力の奨励、観光のレジリエンスや持続可能性を高める取組実施などが

含まれた。後者では、地方誘客の推進などが合意された。 

 

新世代のアジア人旅行者、文化への理解深化求める 

ホテル大手の米ヒルトンが 10月 9 日に発表した調査で、「新世代のアジア人旅行者」と定義される新しいアジア人の旅行者

が、旅行で自らの文化遺産や祖先から受け継いだ文化への理解を深めたいと考えていることが明らかになった。 

https://news.airbnb.com/ja/airbnb%e3%80%81%e8%87%aa%e7%84%b6%e7%81%bd%e5%ae%b3%e7%99%ba%e7%94%9f%e6%99%82%e3%81%ab%e3%81%8a%e3%81%91%e3%82%8b%e9%80%a3%e6%90%ba%e5%8d%94%e5%ae%9a%e3%82%92%e5%a2%a8%e7%94%b0%e5%8c%ba%e3%81%a8/
https://www.jnto.go.jp/statistics/data/20231220_monthly.pdf
https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/001706973.pdf
https://stories.hilton.com/apac/releases/2024-travel-trends-jp


Airbnbからのお知らせ 

新たな旅行トレンド発生、日本独自の新機能導入へ 

 

Airbnb Japan は 11月 21日、日本での新たな旅行トレンドとして、国内旅行

の増加のほか、都会から離れた旅行先の人気が高まっていることを明らかに

した。この動きに伴い、国内の旅行先選びに役立つ、日本市場のみのプロダ

クト改変を実施。同社が運営する仲介プラットフォーム上で、地名や駅名など

から周辺の宿泊施設を検索できる機能を導入した。 

 

 

松山市三津浜地区・興居島で現場視察、地域再生学ぶ   

 

シェアリングエコノミー協会の理事会社である Airbnb Japan は 11月 17〜18 日、

同協会主催のイベント「シェアウィーク 2023」の一環として、愛媛県松山市三津浜

と興居島で、地域再生や空き家再生について学ぶスタディーツアーを開催した。

先着順で 10名が参加し、地域再生に向けて学びを深めた。 

 

 

 

Airbnb コミュニティ、日本で年間 4 万人超の雇用機会創出 

英調査会社オックスフォード・エコノミクスが 10月 13日に発表した調査で、2023年 3月までの 12 ヶ月間で、Airbnb コミュニテ

ィが日本で約 4万 1,500 人分の雇用を創出したことが明らかになった。Airbnbのサービスを通じて創出された雇用には、宿泊

のほか、飲食、卸売り・小売り、運輸業など、幅広い業種が含まれている。 

 

Airbnb Japan 公共政策部長、ユネスコ本部の会合で登壇 

Airbnb Japan 公共政策本部の大屋智浩部長は 11月 10日、フランス・パリのユネスコ本部で開催された気候変動と文化遺産

保護に関するパネルディスカッションに登壇した。大屋氏は「Airbnbはさまざまな国・地域の寺院の修復や、古民家の所有者

への支援など、地域の活性化に積極的に取り組んでいる」と話した。 

 

お問い合わせ 

Airbnb Japan 株式会社 公共政策本部 

Email: pjapan@airbnb.com  

Website: https://www.airbnb.jp/ 

 

右記 QR コードをスマートフォンなどで読み込んでいただくと、オンラインで本ニュースレターをご覧いただくことが可能です。 

 

Airbnb は、民泊仲介プラットフォーム事業者として、地域コミュニティに恩恵をもたらす旅行を推進するイノベーションとツールの開発を進めています。また、全国のホスト、地域の

人々、そして自治体と連携し、地域社会の活性化や、地域観光経済への貢献に向けて、さまざまな取り組みを進めています。本ニュースレターは、これまで Airbnb Japan 株式会社

公共政策本部の職員と名刺交換をさせていただき、お世話になった関係者の皆様に四半期ごとにお送りしております。ニュースレターの配信を希望されない場合、お手数をおかけ

してしまい大変恐縮ですが、pjapan@airbnb.com まで、件名に「ニュースレター配信停止希望」と記載の上、メールをお送りいただきますようお願いいたします。 

https://news.airbnb.com/ja/airbnb%e3%80%81%e6%97%a5%e6%9c%ac%e3%81%ae%e8%8b%a5%e3%81%84%e6%97%85%e8%a1%8c%e8%80%85%e3%81%ae%e9%96%93%e3%81%a7%e4%ba%ba%e6%b0%97%e4%b8%8a%e6%98%87%e4%b8%ad%e3%81%ae%e6%96%b0%e3%81%97%e3%81%84/
https://sharing-economy.jp/ja/shareweek/sw2023#studytour
https://news.airbnb.com/ja/airbnb%e3%80%812023%e5%b9%b4%e3%81%ae1%e5%b9%b4%e9%96%93%e3%81%a74055%e5%84%84%e5%86%86%e3%82%92%e6%97%a5%e6%9c%ac%e3%81%ae%e5%9b%bd%e5%86%85%e7%b7%8f%e7%94%9f%e7%94%a3%e3%81%ab%e8%b2%a2%e7%8c%ae/
https://www.unesco.org/en/articles/asia-pacific-partners-renew-commitments-climate-action-and-shared-heritage-unescos-42nd-session?hub=66925
mailto:pjapan@airbnb.com
https://www.airbnb.jp/

